
様式Ｏ（第１５条関係）
循環型社会形成推進地域計画目標達成状況報告書

	地域名
	構成市町村等名
	計画期間
	事業実施期間

	
	
	
	



１　目標の達成状況
（ごみ処理）
	指　　　　　　標

	現状（割合※１）
（　　年度）
	目標（割合※１）
　（　　年度）　Ａ
	実績（割合※１）
  （　　年度）   Ｂ
	実績Ｂ/目標Ａ　※   ２

	排出量




	事業系　総排出量
　　　　１事業所当たりの排出量
生活系　総排出量
　　　　１事業所当たりの排出量
	         t
         t
         t
      kg/人
	



	        t
        t
        t
     kg/人
	(    %)
(    %)
(    %)
(    %)
	        t
        t
        t
     kg/人
	(     %)
(     %)
(     %)
(     %)
	    　%
    　%
    　%
    　%

	
	合　計　事業系生活系総排出量合計
	         t
	
	        t
	(    %)
	         t
	(     %)
	    　%

	再生利用量

	直接資源化量
総資源化量
	         t
         t
	(    %)
(    %)
	        t
        t
	(    %)
(    %)
	        t
          t
	(     %)
(     %)
	    　%
    　%

	エネルギー回収量
	エネルギー回収量(年間の発電電力量 MWh)
　　　　　　　　(年間の熱利用量    GJ)
	        MWh
                       GJ
	
	       MWh
                     GJ
	
	       MWh
                     GJ
	
	

	減量化量
	中間処理による減量化量
	         t
	(    %)
	        t
	(    %)
	        t
	(     %)
	    　%

	最終処分量
	埋立最終処分量
	         t
	(    %)
	        t
	(    %)
	        t
	(     %)
	    　%


 ※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合を記載。
 ※２　排出量は実績の割合/目標の割合を記載。再生利用量・最終処分量については、（実績の割合-現状の割合）/（目標の割合-現状の割合）を記載。

（生活排水処理）
	指　　　　　　標

	現　状
（　　年度）
	目　標
　（　　年度）　Ａ
	実　績
　（　　年度）　Ｂ
	実績Ｂ/目標Ａ　※  ３

	総人口
	
	
	 
	
	   ― 

	公共下水道

	汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率
	
                  ％
	
                  ％
	
                  ％
	      %
      %

	集落排水施設等

	汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率
	
                  ％
	
                  ％
	
                  ％
	      %
      %

	合併処理浄化槽等

	汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率
	
                  ％
	
                  ％
	
                  ％
	      %
      %

	未処理人口
	汚水衛生未処理人口
	
	
	
	      %


※３　（実績の割合-現状の割合）/（目標の割合-現状の割合）を記載

２　各施策の実施状況
	施策種別

	事業
番号
	施策の名称等

	実施主体

	施策の概要

	事業実施期間
(事業計画期間)
	施策の実績


	発生抑制、再使用の推進に関するもの

	




	




	





	





	





	 






	処理体制の構築、変更に関するもの


	





	





	





	





	





	 






	処理施設の整備に関するもの


	





	





	





	





	





	






	施設整備に係る計画支援に関するもの


	






	






	






	






	






	







	その他



	



	



	



	



	



	






３　事業実施による二酸化炭素削減効果等について
（１）削減量等（実績）
	（事業実施による本報告の対象とする期間における二酸化炭素の削減量について、算定方法及び算定根拠と併せて記入する。また、算定根拠として使用した具体的な資料を添付する。）
≪新設事業の場合≫
ア　エネルギー回収率
イ　一般廃棄物処理量当たりの二酸化炭素排出量の目安値に対する適合状況
ウ　施設のエネルギー使用及び熱回収に係る二酸化炭素排出量の基準値に対する適合状況

≪改良事業の場合≫
　ア　二酸化炭素削減率




（２）削減量等に達しなかった場合の原因
	（（１）の削減量等（実績）が、延命化計画又は同様の内容を含む他の計画において算定した二酸化炭素削減量等に達しなかった場合に、その原因を分析し、その結果を詳細かつ具体的に記入する。（上記計画において算定した二酸化炭素削減量に達した場合は、記入を要しない。））




　

４　目標の達成状況に関する評価
	
	




（ 都道府県知事の所見 ）


（ 技管協の所見 ）
